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２０２１年７月１０日、ＪＲ東日本輸送サービス労働組合東京地本は「第３回定期大会」を開催しました。あわせ

て各支部の大会も開催し、経営のチェック機能としての労働組合としての役割を遺憾なく発揮して、安心でき

る職場をつくり出すことやエッセンシャルワーカーとしての労働の価値を証明し「いのち」と「生活」を第一にし

た労働条件の確立と、安全な鉄道を走らせ続けることを確認してきました。 

東日本大震災から１０年が経過し、常磐線が全線開通するなど復興も進んでいますが、首都直下地震や南海

トラフ地震が想定されている現実を踏まえれば、想定し、備えることは、喫緊の労使共通の課題です。新型コロ

ナウィルス感染拡大の影響による当社を取り巻く環境の変化は理解しつつも、公共交通機関として鉄道輸送

を継続しなくてはいけません。耐震補強工事等の設備投資が進んでいますが、２０２１年３月に策定された「防

災業務計画」が、社員には浸透しているとは言い難い状況です。上意下達では、いざというときに指示待ちで

思考停止したり、思い込みで行動したりします。災害時には通信の断絶も想定され、社員個人の判断と行動が

求められます。いざという時の判断の基準、教育が不足しているのが現場の実感です。東日本大震災を経験し

た社員も徐々に減少しています。平等な鉄道輸送サービスの提供の観点から、東日本大震災を教訓化し、継続

した訓練を計画的に行うべきです。さらには、災害からの早期復旧には協力会社を含め、多くの社員の力が必

要になることからも、ＪＲ東日本社員の防災に対する意識が重要になります。 

近年は、線状降水帯を伴う局地的豪雨や台風も大型化し、日本各地で甚大な被害が多発しています。あらゆ

る災害を想定し、備えることは鉄道事業者としての責務です。社員数の減少により、ワンマン線区が拡大し、無

人駅や業務委託駅が増えていますが、災害時の案内・避難誘導を含めて、鉄道輸送サービスを平等に提供する

ために、現場の意見を取り入れながら、実効性のある計画やマニュアルを整備するべきです。 

東京地本は防災士を中心に、現場実態に即した議論を重ねてきました。「社員とお客さまの命」を守るため、

以下の通り申し入れを行いました。 
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045 
９月２２日 東地申第５号 

東京地本第３回定期大会及び 
支部大会の発言に基づいた申し入れ【防災】を行う！                                    

 

鉄道業の「安全性」「専門性」を堅持し、今後起こり得る災害から社員・お客さまの

命を守るため、地本は組合員の声をもとに、団体交渉に臨みます！ 

 


